
東北文教大学短期大学部学則  

 

  

第１章   総  則  

 

（目  的）  

第１条  東北 文教 大学短 期大学 部（以下「本学」という。）は、教育基本法及

び学校教育法 に基 づき、 深く専門の学芸を教授研究し、職業または実際 生

活 に 必 要 な 能 力 を 育 成 す る と と も に 、「 敬 ・ 愛 ・ 信 」 の 建 学 の 精 神 に の っ

とり人間性豊 かな 、真に 社会に貢献しうる実践的な人間の育成を目的と す

る。  

 

（位  置）  

第２条  本学 を山 形県山 形市大字片谷地字谷地５１５番地に置く。  

 

（自己評価等 ）  

第３条  本学 は、 教育水 準の向 上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成

するため、教 育研 究活動 等の状況について自ら点検及び評価を行い、その

結果を公表す るも のとす る。  

２  前項の点 検及 び評価 結果並 びに本学職員以外の者による検証に 関する事

項は別に定め る。  

 

 

第２章   学科、学生定員及び修業年限  

 

（学科及び学 生定 員）  

第４条  本学 にお いて設 置する 学科及び学生定員は次のとおりとする。  

学  科   入学定 員  収容定員  

総合文化学科   ８０ 名  １６０名  

子ども学科  １００ 名  ２００名  

人間福祉学科   ８０ 名  １６０名（ 1 クラスの定員数は４０名とする ）  

 

（修業年限及 び在 学年限 ）  

第５条  本学 の修 業年限 は、２ 年とする。  

２  学 生 は、４年 を超え て在学 することはできない。  

３  前 項 の規定に かかわ らず 、在学年限を超えて在学を希望する者がある と

きは、教授会 の審 議を経 て、学長が在学を認めることができる。  

 

 



第３章   学年、学期及び休業日  

 

（学  年）  

第６条  学年 は、 ４月１ 日に始 まり、翌年３月３１日に終る。  

 

（学  期）  

第７条  学年 を次 の２学 期に分 ける。  

前学期  ４月 １日 から９ 月３０日まで  

後学期  １０ 月１ 日から 翌年３月３１日まで  

 

（休業日）  

第８条  休業 日は 、次の とおり とする。  

（１）日曜日  

（２）「 国民 の祝日 に関す る法律 」に定める休日  

（３）本学の 創立 記念日     １１月  ７日  

２  夏期、冬 期お よび春 期休業 に関しては、別に定める。  

３  前二項の 規定 にかか わらず 、学長は、臨時に休業日を設け、また休業日

を変更するこ とが できる 。  

 

 

第４章   入 学 、 退 学 及 び 休 学 

 

（入学の時期 ）  

第９条  入学 の時 期は学 年の始 めとする。  

 

（入 学 資 格）  

第１０条  本 学に 入学す ること のできる者は、次の各号の１に該当する者と

する。  

（１）高等学 校（ 中等教 育学校の後期課程を含む）を卒業した者  

（２）通常の 課程 による １２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外

の課程よりこ れに 相当す る学校教育を修了した者を含む。）  

（３）外国に おい て、学 校教育における１２年の課程を修了した者又は こ

れに準ずる者 で文 部科学 大臣の指定した者  

（４）文部科 学大 臣が高 等学校の課程に相当する課程を有する者として 指

定した在外教 育施 設の当 該課程を修了した者  

（５）文部科 学大 臣の指 定した者  

（６）高等学 校卒 業程度 認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験 に

合格した者（ 旧規 程によ る大学入学 資格検定に合格した者を含む。）  

（７）本学に おい て、個 別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者



と同等以上の 学力 がある と認めた者で１８歳以上に達した者  

 

（入学の出願 ）  

第１１条  本 学に 入学を 志願す る者は、本学所定の書類に入学検定料を添え

て、本学が指 定す る期日 までに、学長に提出しなければならない。  

２  提出の時 期、 方法、 提出す べき書類等については別に定める。  

 

（入学者の選 考）  

第１２条  前 条の 入学志 願者に ついては、別に定めるところにより、選考を

行う。  

 

（入学手続き 及び 入学許 可）  

第１３条  前 条の 選考の 結果に もとづき合格の通知を受けた者は所定の期日

までに、保証 人連署 による誓 約書を添えて、所定の入学手続きをとらなければなら

ない。 

２  前項の入 学手 続きを 完了し た者に、教授会の審議を経て 、学長が入学を

許可する。  

 

（保証人）  

第１４条  保 証人 は、保 証人と しての責務を果し得る者でなければならない。 

２  保証人の 身分 、住所 に異動 があったとき、又は死亡あるいはその他の理  

由でその責務 を尽 くし得 ないときは、あらたに保証人を選定し、学長に 届

けなければな らな い。  

 

（編入学・再 入学 ・転入 学）  

第１５条  本 学に 編入学 、再入 学又は転入学を志願する者があるときは、欠

員のある場合 に限 り、選 考の上、教授会の審議を経て、学長が相当年次に

入学を許可す るこ とがあ る。  

２  前項の規 定に より入 学を許 可された者の、既に修得した授業科目及び単

位数の取扱い 並び に在学 すべき年数については、教授会の審 議を経て、 学

長が決定する 。  

 

（退  学）  

第１６条  退 学し ようと する者 は、学長の許可を得なければならない。  

 

（休  学）  

第１７条  疾 病そ の他や むを得 ない理由により２カ月以上修学することので

きない者は、 学長 の許可 を得て休学することができる。  

２  疾病その 他や むを得 ない理 由により修学することが適当でないと認めら



れる者につい ては 、学長 は休学を命ずることができる。  

 

（休学の期間 ）  

第１８条  休 学の 期間は １年を 超えることができない。ただし、特別の事由

がある場合は 、引 続き更 に１年まで延長することができる。  

２  休学の期 間は 通算し て２年 を超えることができない。  

３  休学期間 は第 ５条第 ２項の 在学年限に算入しない。  

 

（復  学）  

第１９条  休 学期 間中に その理 由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学

することがで きる 。  

 

（除  籍）  

第２０条  次 の各 号の１ に該当 する者は、教授会の審 議を経て学長が除籍す

る。  

（１）第５条 第２ 項に定 める在学年限を超えた者  

（２）第１８ 条第 ２項に 定める休学の期間を超えてなお修学できない者  

（３）学納金 等の 納付を 怠り、督促してもなお納付しない者  

（４）長期に わた り居所 不明の者  

 

 

第５章   教育課程及び履修方法等  

 

（授 業 科 目）  

第２１条  授 業科 目を分 けて、 総合文化学科は基礎必修科目・コース科目・

共通科目・発 展必 修科目 ・発展応用科目とし、子ども学科は教養科目・ 専

門科目とし、人間福 祉学科 は人間福祉基盤教育科目（基礎科目・発展科目）、

介護福祉専門 教育 科目（ 人間と社会・介護・こころとからだのしくみ・医

療的ケア）の 領域 とする 。  

２  授業科目 の種 類、単 位数等 は別表第１のとおりとする。  

３  外国人留 学生 及び外 国人留 学生以外の学生で、外国において相当の期間

中 等 教 育 （ 中 学 校 又 は 高 等 学 校 に 対 応 す る 学 校 に お け る 教 育 を い う 。） を

受 け た 者 （ 以 下 、 帰 国 子 女 と い う 。） の 教 育 に つ い て 本 学 が 必 要 と 認 め る

場合には、日 本語 科目及 び日本事情に関する科目を開設する。  

 

（司書に関す る専 門科目 ）  

第２２条  第 ２１ 条に定 めるも ののほか、司書に関する専門科目を置く。  

２  授業科目 の種 類、単 位数等 は別表第２ のとおりとする。  

 



（職業教育に 関す る科目 ）  

第２３条  前 ２条 に定め るもの のほか、職業教育に関する科目を置く。  

２  授業科目 の種 類、単 位数等 は別表第３ のとおりとする。  

 

（１年間の授 業期 間）  

第２４条  １ 年間 の授業 期間は 、試験等の日数を含め、３５週以上とする。  

 

（授業の方法 ）  

第２５条  授 業の 方法は 、講義 、演習、実験、実習又は実技とする。  

２  前項の授 業は 、多様 なメデ ィアを利用して行うことがある。  

 

（単位計算方 法）  

第２６条  各 授業 科目の 単位数 は、１単位の授業科目を４５ 時間の学修を必

要とする内容 をも って構 成することを標準とし、次の基準により計算する

ものとする。  

（１）講義及 び演 習につ いては、原則として１５時間の授業をもって１ 単

位とし、 別に 定め る授業 科目については、３０時間の授業をもって１単

位とす る。  

（２）実験、 実習 及び実 技については、原則として４５時間の授業をも っ

て１単 位とし 、別 に定め る授業科目については、３０時間の授業をもっ

て１単 位とす る。  

 

（単位の授与 ）  

第２７条  授 業科 目を履 修し、 その試験等に合格した者には、所定の単位を

与える。  

２  各科目に つい て出席 すべき 時間数の３分の２に満たない場合は、その科   

目修得の単位 を与 えるこ とができない。  

３  人間福祉 学科 の介護 実習に あっては５分の４に満たない場合は、その科

目修得の単位 を与 えるこ とができない。  

４  試験等に 関す る事項 は別に 定める。  

 

（単位数の上 限）  

第２８条  卒 業の 要件と して１ 年間に履修科目として登録することができる

単位数の上限 につ いては 別に定める。  

２  所定の単 位を 優れた 成績を もって修得した者については、前項に定める

上限を超えて 履修 科目の 登録を認めることがある。  

 

（他学科の授 業科 目の履 修）  

第２９条  本 学に おいて 教育上 有益と認めるときは、他学科において履修し



た授業科目に つい ては、 教授会の審議を経て、学長が ３０単位を超えな い

範囲で認める こと がある 。  

 

（学習の評価 ）  

第３０条  試 験等 の評価 は、Ｓ 、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄをもって表わし、Ｃ以上を

合格とする。  

２  評価に関 する 事項は 別に定 める。  

 

（入学前の既 修得 単位の 取扱）  

第３１条  本 学に おいて 教育上 有益であると認めるときは、学生が入学する

前 に 専 修 学 校 の 専 門 課 程 （ 専 門 士 の 称 号 が 付 与 さ れ て い る 課 程 ）、 短 期 大

学又は大学に おい て履修 した授業科目について修得した単位を、教授会の

審議を経て、 学長 が入学 後の本学における授業科目の履修により修得した

ものとみなす こと ができ る。  

２  学生が入 学す る前に 行った 第３３条第１項に規定する学修を、 教授会の

審議を経て、 学長 が本学 におけ る授業科目の履修とみなし、単位を与える

ことができる 。  

３  前２項に より 修得し たもの とみなし、又は与えることのできる単位数は 、

転 学 等 の 場 合 を 除 き 、 本 学 に お い て 修 得 し た 単 位 以 外 の も の に つ い て は、

合わせて３０ 単位 を超え ないものとする。  

 

（他の短期大 学又 は大学 におけ る授業科目の履修等）  

第３２条  本 学に おいて 教育上 有益と認めるときは、学生が 専修学校の専門

課 程 （ 専 門 士 の 称 号 が 付 与 さ れ て い る 課 程 ）、 他 の 短 期 大 学 又 は 大 学 の 科

目を履修し修 得し た単位 を、教授会の審議を経て、学長が３０単位を超 え

な い 範 囲 で 本 学 に お け る 授 業 科 目 の 履 修 に よ り 修 得 し た も の と み な す こ

とができる。  

２  前項の規 定は 、学生 が外 国の短期大学又は大学に留学する場合に準用す

る。この場合 修得 したも のとみなすことのできる単位数は、前項及び第 ３

３条第２項の 単位 数と合 わせて３０単位を超えないものとする。  

 

（短期大学又 は大 学以外 の教育 施設等における学修）  

第３３条  本 学に おいて 教育上 有益と認めるときは、学生が行う専修学校の

専 門 課 程 （ 専 門 士 の 称 号 が 付 与 さ れ て い る 課 程 ）、 短 期 大 学 又 は 高 等 専 門

学校の専攻科 にお ける学 修その他文部科学大臣が別に定める学修を、教授

会の審議を経 て、 学長が 本学における授業科目の履修とみなし、単位を与

えることがで きる 。  

２  前項によ り与 えるこ とがで きる 単位数は、前条第１項により修得したと

みなした単位 数と 合わせ て３０ 単位を超えないものとする。  



 

（本学での履 修以 外で修 得した 単位数の限度）  

第３４条  第 ３１ 条、第 ３２条 及び第３３条の規定により修得した単位数は 、

合計で４５単 位を 超えな いものとする。  

 

（外国人留学 生等 に関す る履修 方法の特例）  

第３５条  外 国人 留学生 及び帰 国子女が第 ２１条第３項に規定する授業科目

の単位を修得 した ときは 、これらの単位をもって第２１条第２項に規定 す

る授業科目の 単位 に代え ることができる。  

２  前項の規 定の 実施に 関して 必要な事項については、別に定める。  

 

 

第６章   卒業等  

 

（卒業要件）  

第３６条  本 学を 卒業す るため には、学生は２年以上在学し、各学科ごとに

定める次の単 位を 取得し なければならない。  

（１）総合文 化学 科  

基 礎 必 修 科 目 に つ い て は １ ２ 単 位 、 発 展 必 修 科 目 に つ い て は ４ 単 位 、

コース科目に つい ては１ ４単位以上（コース必修科目から４単位、コア

科目から４単 位以 上、関 連科目から６単位以上） 含め、総計６２単位。  

（２）子ども 学科  

教養科 目につ いて は８単 位、専門科目については ４２単位を含め、 総

計６２単位。  

（３）人間福 祉学 科  

人間福 祉基盤 教育 科目（ 基礎科目）については演劇・美術・音楽のい

ずれか １科目 を含 め５単 位以上、人間福祉基盤教育科目（発展科目）に

ついては５単 位以 上、介 護福祉専門教育科目（人間と社会）については

１４単 位以上 、介 護 福祉専 門教育科目（介護）については １０単位以上、

介護福祉専門 教育 科目（ こころとからだのしくみ）については８単位以

上、これら４ ２単 位以上 を含め、総計６２単位。  

  

（卒  業）  

第３７条  本 学に ２年以 上在学 し、本学則に定める授業科目及び単位数を修

得した者につ いて は、教 授会の審議を経て、学長が卒業を認定する。  

２  前 条 の 要 件 を 満 た し た 者 が 、 卒 業 延 期 を 願 い 出 た 場 合 、 学 長 は 、 教 授 会 の

審議を経て、 これを 許可すること ができ る。  

３  卒業延期 に関し 、必要な事項 は別に 定める。  

 



 

（短期大学士 の学 位）  

第３８条  前 条に より卒 業した 者に は、教授会の審議を経て 、学長が短期大

学士の学位を 授与 する。  

 

（資格の取得 ）  

第 ３ ９ 条  本 学 に お い て 取 得 す る こ と が で き る 資 格 及 び 免 許 状 の 種 類 は 次

のとおりとす る。  

学科名   資格及 び免許 状の種類  

総合文化学科  司 書、上 級ビジネス実務士 、情報処理士、  

  準デジ タル ･アーキビスト、医療管理秘書士、  

  ピアヘ ルパー  

子ども学科  幼稚園 教諭二 種免許状、保育士 、  

  キャン プイン ストラクター、社会福祉主事任用資格、  

  知的障 害者福 祉司任用資格  

人間福祉学科  介護福 祉士受 験資格、福 祉 レ ク リ エ ー シ ョ ン ・ ワ ー カ ー 、  

社会福 祉主事 任用資格、ピアヘルパー、  

介護保 険事務 士  

２  幼稚園教諭二 種免許 状を取 得しようとする者は、教育職員免許法及び教

育職員免許法 施行 規則に もとづき、別表第１に定めるところにより、６２

単位以上を取 得し なけれ ばならない。  

３  保 育 士 の 資 格 を 取 得 し よ う と す る 者 は 、 児 童 福 祉 法 及 び 児 童 福 祉 法 施 行

規則にもとづ き、 別表第 １及び別表第４－２に定めるところにより、７ ０

単位以上を取 得し なけれ ばならない。  

４  介護福祉 士の 受験資 格を取 得し ようとする者は、社会福祉士介護福祉士

学 校 指 定 規 則 （ 平 成 ２ ０ 年 ３ 月 ２ ４ 日 文 部 科 学 省 ・ 厚 生 労 働 省 令 第 ２ 号）

にもとづき、 別表 第１及 び別表第４ に定めるところにより、 ９６単位以上

を取得しなけ れば ならな い。  

５  司書の資 格を 取得し ようと する者は、図書館法及び図書館法施行規則に

もとづき、別 表第 １及び 別表第２に定めるところにより、科目及び単位を

取得しなけれ ばな らない 。  

６  上級ビジ ネス 実務士 の資格 を取得しようとする者は、全国大学実務教育

協会の上級ビ ジネ ス実務 士資格認定に関する規程にもとづき、別表第１及

び 別 表 第 ３ に 定 め る と こ ろ に よ り 科 目 及 び 単 位 を 修 得 し な け れ ば な ら な

い。  

７  情報処理 士の 資格を 取得し ようとする者は、全国大学実務教育協会の情

報処理士資格 認定 に関す る規程にもとづき、別表第１及び別表第３ に定 め

るところによ り科 目及び 単位を修得しなければならない。  

８  準デジタ ル・ アーキ ビスト の資格を取得しようとする者は、日本デジタ



ル・アーキビ スト 資格認 定機構の定める規程にもとづき、別表第１及び 別

表第３に定め ると ころに より科目及び単位を取得しなければならない。     

９  医療管理 秘書 士の資 格を取 得しようとする者は、医療教育協会の医療管

理秘書士認定 に関 する規 程にもとづき、別表第１及び別表第３に定める と

ころにより科 目及 び単位 を修得しなければならない。  

１０  ピアヘ ルパ ーの資 格を取 得しようとする者は、特定非営利活動法人日

本 教 育 カ ウ ン セ ラ ー 協 会 の ピ ア ヘ ル パ ー 資 格 認 定 に 関 す る 規 程 に も と づ

き、別表第１ に定 めると ころにより指定科目及び単位数を修得しなければ

ならない。  

１１  福祉レ クリ エーシ ョン・ ワーカーの資格を取得しようとする者は、日

本レクリエー ショ ン協会 の福祉レクリエーション・ワーカー認定に関する

規程にもとづ き、 別表第 1 に定めるところにより指定科目及び単位数を修

得しなければ なら ない。  

１２  キャン プイ ンスト ラクタ ーの資格を取得しようとする者は、日本キャ

ンプ協会のキ ャン プイン ストラクター認定に関する規程にもとづき、別表

第 １ に 定 め る と こ ろ に よ り 指 定 科 目 及 び 単 位 数 を 修 得 し な け れ ば な ら な

い。  

１３  社会福 祉主 事任用 資格を 取得しようとする者は、学則第３６ 条の卒業

要件を充足し 、社 会福祉 法第１９条第１項第１号の規定にもとづき、厚生

労働大臣の定 めた 修業科 目及び単位（平成 １２年３月３１日厚生省告示 第

１５３号、社 会福 祉主事 の資格に関する科目指定）を修得しなければなら

ない。  

１４  介護保 険事 務士の 資格を 取得しようとする者は、財団法人老齢健康科

学研究財団の 介護 保険事 務士に関する規程にもとづき、別表第１に定める

ところにより 指定 科目及 び単位数を修得しなければならない。  

１５  知的障 害者 福祉司 任用資 格を取得しようとする者は、学則第 ３６条の

卒 業 要 件 を 充 足 し 、 知 的 障 害 者 福 祉 法 第 １ ４ 条 第 ２ 号 の 規 定 に も と づ き、

厚生労働大臣 の定 めた修 業科目及び単位（平成１２年３月３１日厚生省 告

示第１５３号 ）を 修得し なければならない。  

 

 

第７章   入学検 定料、 入学金、および学納金等  

 

（入学検定料 、入 学金お よび学 納金等）  

第４０条  入 学検 定料、入学 金、学納金等の額は、別表第５のとおりとする。  

２  入学金は 、第 １３条 第１項 に規定する入学手続きを行うときに指定する

期日までに納 付し なけれ ばならない。  

３  学納金は 、毎 年これ を前期 、後期の２回に分けて指定する期日までに納

入しなければ なら ない。  



 

（学納金の免 除、 徴収の 猶予ま たは分納）  

第４０条の２  特 別の事 情があ ると認めたものについては、入学金、学納金

等の全部また は一 部を免 除し、徴収を猶予し、または分納を許可すること

がある。  

 

（退学等の場 合の 学納金 等）  

第４１条  前 期ま たは後 期の途 中において退学した者、転学した者または除

籍された者は 、当 該学期 の学納金等を全額納入しなければならない。  

２  停学の場 合は 、その 期間中 の学納金を納入しなければならない。  

 

（休学の場合 の学 納金等 ）  

第４２条  休 学を 許可さ れ又は 命ぜられた者については、休学期間中の 学納

金等を免除す る。 ただし 学期中途の場合、当該学期分の学納金等は納付し

なければなら ない 。  

 

（復学の場合 の学 納金等 ）  

第４３条  学 期の 中途に おいて 復学した者は、復学した当該学期分の学納金

等を復学した 月の 末日ま でに納付しなければならない。  

 

（学年の中途 で卒 業する 場合の 学納金等）  

第４４条  学 年の 中途で 卒業す る見込みの者は、卒業する見込みの当該学期

までの学納金 等を 納付す るものとする。  

 

（入学を辞退 する 場合の 入学金 ）  

第４５条  入 学手 続き完 了後入 学を辞退する者の入学金については、これを

還付しない。  

 

 

第８章   教職員組織  

 

（教職員組織 ）  

第４６条  本 学に学 長、教授、事 務職員 、を置く。  

２  前 項 の ほ か 、 副 学 長 、 短 期 大 学 部 長 （ 以 下 「 学 部 長 」 と い う 。）、 学 科 長 、

准教授、講師 、助教 、助手、その 他必要 な職員を置く ことが できる。  

３  学長は本 学を 代表し 、校務 をつかさどり、所属職員を統督する。  

４  副学長は 、学 長を補 佐し、 命を受けて校務をつかさどる。  

５  学部長は 、短期 大学部に関す る校務 をつかさどり 、所属 職員を監督す る。  

 



６  学科長は 、当 該学科 に関す る校務をつかさどり、所属職員を監督する。  

７  教授、准 教授、講師 及び助 教は、教育・研究に従事し、学生の指導に当

たり、学部・ 学科 の管理 運営に参画する。  

８  助手は、 教育 研究の 円滑な 実施に必要な業務に従事する。  

９  その他、 教職 員組織 に関し 必要な事項は、別に定める。  

 

 

第９章   教授会  

 

（教授会）  

第４７条  本 学に 教授会 を置く 。  

２  教授会は 、学 長が次 に掲げ る事項について決定を行うに当たり意見を述

べるものとす る。  

（１）学生の 入学 、卒業 及び課程の修了  

（２）学位の 授与  

（３）前二号 に掲 げるも ののほか、教育研究に関する重要な事項で、教 授

会の意 見を聴 くこ とが必 要なものとして学長が定めるもの  

３  教授会は 、前 項に規 定する もののほか、学長がつかさどる教育研究に関

する事項につ いて 審議し 、及び学長の求めに応じ、意見を述べることが で

きる。  

 

（教授会の構 成）  

第４８条  教 授会 は、教 授、准 教授、講師、助教その他学長が必要と認める

者をもって組 織す る。  

 

（教授会の成 立要 件）  

第４９条  教 授会 は、構 成員の ３分の２以上の出席がなければ開催すること

ができない。  

 

（その他）  

第５０条  本 章に 定める ものの ほか、教授会の運営に関し、必要な事項は別

に定める。  

 

 

第１０章  科目等 履修生 、長期履修学生、特別聴講学生及び外国人留学生  

 

（科目等履修 生）  

第５１条  本 学の 授業科 目の履 修を希望する者があるときは、本学の教育に

支障がない限 りに おいて 、教授会の審議を経て、学長が科目等履修生と し



て履修を許可 する ことが ある。  

２  科目等履 修生 につい て必要 な事項は別に定める。  

 

（長期履修学 生）  

第 ５ ２ 条  第 ５ 条 第 １ 項 に 定 め る 修 業 年 限 を 超 え る 一 定 の 期 間 に わ た り 授

業科目を履修 する ことを 目的として、本学に入学を志願するものがある と

きは、選考 の上 、教授会 の審議を経て、学長が 長期履修生として入学を 許

可する。  

２  長期履修 生に 関する 規程は 、別に定める。  

 

（特別聴講学 生）  

第５３条  本 学の 授業科 目の履 修を希望する者があるときは、本学の教育に

支障がない限 りに おいて 特別聴講学生として、教授会の審議を経て、学 長

が履修を許可 する ことが ある。  

２  特別聴講 学生 に関す る規程 は、別に定める。  

 

（外国人留学 生）  

第５４条  外 国人 で、短 期大学 等において教育を受ける目的をもって入国し、

本 学 に 入 学 を 志 願 す る 者 が あ る と き は 、 選 考 の 上 、 教 授 会 の 審 議 を 経 て、

学長が外国人 留学 生とし て入学を許可することがある。  

２  外国人留 学生 につい て必要 な事項は別に定める。  

 

 

第１１章   賞  罰  

 

（表  彰）  

第５５条  学 生と して表 彰に値 する行為があった者は、教授会の審 議を経て

学長が表彰す る。  

 

（罰  則）  

第５６条  本 学の 規則に 違反し 、又は学生としての本分に反する行為をした

者は、教授会 の審 議を経 て、学長が懲戒する。  

２  前項の懲 戒の 種類は 、退学 、停学及び訓告とする。  

３  前項の退 学は 次の各 号の１ に該当する学生に対して行う。  

（１）性行不 良で 改善の 見込みがないと認められる者  

（２）学業不 振で 成業の 見込みがないと認められる者  

（３）正当な 理由 がなく 出席常でない者  

（４）本学の 秩序 を乱し 、その他学生としての本分に著しく反した者  

 



 

第１２章   厚生施設  

 

（健康管理）  

第５７条  学 生は 、定期 的に行 う健康診断を受けるほか、随時健康診断を受

けて、疾病の 予防 と健康 の増進につとめなければならない。  

２  厚 生 並 び に 保 健 に 関 す る 施 設 お よ び そ の 利 用 方 法 に つ い て は 、別 に 定

め る 。  

 

 

第１３章   公開講座  

 

（公開講座）  

第５８条  社 会人 の教養 を高め 、文化の向上に資するため、本学に公開講座

を開設するこ とが できる 。  

２  講座の内 容に 応じ、教 授会の 審議を経て、学長が受講者を第５ １条の科

目等履修生に 準ず る者と みなし、単位を与えることができる。  

 

 

第１４章   別  科  

 

（別  科）  

第５９条  本 学に 別科を 置く。 別科は、東北文教大学 短期大学部留学生別科

と称する。  

２  別科の入 学定 員は、 ２５名 とし、修業年限を１年とする。  

３  別科は、大 学 等に入 学を希 望する外国人に対し、大学教育等を受けるに

必要な日本語 を教 育し、 あわせて必要な教科等の教育を行うことを目的と

する。  

４  別科の授 業科 目は、 別表第 ６－１に定めるところにより、５０単位 修得

しなければな らな い。  

５  別科の検 定料 、入学金 及び学納金については、別表第６ －２のとおりと

する。  

６  別科に関 する 規程は 別に定 める。  

７  別科に関 し、前項の 規定に 定めのない事項については、別科の趣旨に反

しない 限り、 この 学則の 規定を準用する。  

 

 

第１５章   改  正  

 



（改  正）  

第６０条  本 学則 の改正 は、教 授会の審議を経て 、学長が決定し理事会 の承

認を得る。  

 

附  則  

本学則は、昭 和４ １年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和４２ 年４ 月１ 日から施行する 。  

本改正学則は 、昭 和５０ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和５１ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和５２ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和５３ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和５４ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和５５ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和５６ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和５７ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和５８ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和５９ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和６０ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和６０ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、昭 和６２ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、平 成元年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、平 成２ 年４ 月１ 日から施行する。  

ただし、 第４ 条の 規程に かかわらず平成２年度から平成１１年度までの

国文科、英文 科の 入学定 員及び学生収容定員は次のとおりとする。  

なお、平成２ 年度 以降か ら入学した者に適用する。  

 
区   分  

   平 成 ２ 年 度  平成 3年度～平成 10年度    平 成 １ １ 年 度 

入学定 員  収容定員 入学定員  収容定員 入学定員  収容定員 

 国文科     １３０     ２３０     １３０     ２６０     １００     ２３０  

 英文科     １００     １７０     １００     ２００       ７０     １７０  

本改正学則は 、平 成３年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、平 成４ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、平 成５ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、平 成６ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、平 成７ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、平 成８ 年４ 月１ 日から施行する。  

本改正学則は 、平 成９ 年４ 月１ 日から施行する。  

なお、こ の学 則は 平成９ 年度の入学者から適用し、現に在学する学生に

は、従前の学 則と する。  

本改正学則は 、平 成１０ 年４ 月１ 日から施行する。  



なお、この学 則は 平成 10 年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成１１ 年４ 月１ 日から施行する。  

ただし、 第４ 条の 規定に かかわらず平成１１年度から平成１２年度まで

の国文科、英 文科 の入学 定員及び収容定員は次のとおりとする。  

 
区   分  

   平 成 １ １ 年 度    平 成 １ ２ 年 度  

入学定 員  収容定員  入学定員  収容定員  

 国文科   １ ３ ０  ２ ６ ０  １ ０ ０  ２ ３ ０ 

 英文科   １ ０ ０  ２ ０ ０    ７ ０  １ ７ ０ 

なお、平成１ １年 度以降 から入学した者に適用する。  

本改正学則は 、平 成１２ 年４ 月１ 日から施行する。  

ただし、 第４ 条の 規定に かかわらず平成１２年度から平成１６年度まで

の国文科、英 文科 の入学 定員及び収容定員は次のとおりとする。  

 
区   分  

   平 成 １ ２ 年 度    平成１３年 度    平成１４年 度 

入 学 定 員  収容定 員  入 学 定 員  収容定員  入 学 定 員  収容定員  

 国 文 科   １ ２ ８  ２ ５ ８  １ ２ ８  ２ ５ ６  １ ２ ６  ２ ５ ４ 

英 文 科   １ ０ ０  ２ ０ ０    ９ ８  １ ９ ８    ９ ８  １ ９ ６ 

区   分  
   平 成 １ ５ 年 度    平成１６年 度    平成１７年 度 

入 学 定 員  収容定 員  入 学 定 員  収容定員  入 学 定 員  収容定員  

 国 文 科   １ ２ ６  ２ ５ ２  １ ２ ５  ２ ５ １  １ ０ ０  ２ ２ ５ 

 英 文 科     ９ ６  １ ９ ４    ９ ５  １ ９ １    ７ ０  １ ６ ５ 

なお、平成１ ２年 度以降 から入学した者に適用する。  

本改正学則は 、平 成１３ 年４ 月１日から施行する。  

なお、こ の学 則は 平成１ ３年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成１３ 年１０月１日から施行する。  

なお、こ の学 則は 平成１ ４年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成１４ 年４月１日から施行する。  

なお、こ の学 則は 平成１ ４年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成１５ 年４月１日から施行する。  

なお、こ の学 則は 平成１ ５年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成１６ 年４月１日から施行する。  

 
区  分  

平成１ ６年度  平成１７年度   

入学定 員  収容定員  入学定員  収容定員  

 国文科    １００    ２２６  １００    ２００  



 英文科     ７０    １６６     ７０    １４０  

     なお、こ の学 則は 平成１ ６年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、  

１．平成１７ 年４ 月１日 より施行する。なお、この学則は平成１７ 年度

の入学生より 適用 する。  

２．国文科、 英文 科、幼 児教育科は、改正後の学則第 ４条の規定にかか

わらず、平成 １８ 年３月 ３１日に当該学科に在学する者が当該学科に在

学しなくなる まで の間、 存続するものとする。  

本改正学則は 、平 成１８ 年１月１日より施行する。  

なお、第 １０ 章の 章名及 び第５２条については、平成 １８年４月１日よ

り施行する。  

本改正学則は 、平 成１９ 年４月１日より施行する。  

なお、別表第 ５「 １．入 学検定料」については、平成 １８年１０月１日

より施行する 。  

本改正学則は 、平 成２０ 年４月１日より施行する。  

本改正学則は 、平 成２１ 年４月１日より施行する。  

なお、こ の学 則は 平成２ １年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成２２ 年４月１日より施行する。  

なお、こ の学 則は 平成２ ２年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成２３ 年４月１日より施行する。  

なお、こ の学 則は 平成２ ３年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成２４ 年４月１日より施行する。  

なお、こ の学 則は 平成２ ４年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成２５ 年４月１日より施行する。  

なお、こ の学 則は 平成２ ５年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成２６ 年４月１日より施行する。  

なお、こ の学 則は 平成２ ６年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成２７ 年４月１日より施行する。  

なお、現に在 学す る学生 は、学則第２１条、第３６条、第３９条、別表

第１及び別表 第３ に関し ては従前の学則とする。  

本改正学則は 、平 成２８ 年４月１日から施行する。  

なお、こ の学 則は 平成２ ８年度の入学者から適用し、現に在学する学生



には、従前の 学則 とする 。  

本改正学則は 、平 成２９ 年２月２０ 日から施行する。  

本改正学則は 、平 成２９ 年４月１日から施行する。  

なお、こ の学 則は 平成２ ９年度の入学者から適用し、現に在学する学生

には、従前の 学則 とする 。  

 

 

 

 



必修 選択

基礎演習ⅠＡ 1 ※基礎必修科目は12単位

基礎演習ⅡＡ 1

基礎演習ⅠＢ 1

基礎演習ⅡＢ 1

基礎演習ⅠＣ 2

基礎演習ⅡＣ 2

基礎演習ⅢＣ 2

メディアリテラシー 情報倫理と知的財産 2

文化コース講義 2

文化コース演習 2

現代文化演習 2

言語文化演習 2

異文化演習 2

英米文化史 2

くらしと哲学 2

日本語のしくみ 2

読ませる文学 2

言語文化の理解と発信 2

比較文化 2

地域と民俗文化 2

日本文化史 2

社会コース講義 2

社会コース演習 2

ジェンダー論演習 2

現代社会演習 2

コミュニケーション演習 2

くらしと食 2

しぐさと社会 2

社会を見る眼 2

地域と観光 2

地域と経済 2

メディア批評 2

地域と多文化 2

地域文化とデジタル・アーカイブ 2

心理学 2

人間関係論 2

人間と宇宙 2

ピアヘルピング概論 2

スポーツサイエンス 1

異文化相互理解 2

異文化体験演習 1

生活文化の理解と発信 2

キャリアデザイン 2

※コース科目は14単位以上
（コース必修科目から4単位､
コア科目から4単位以上､関連
科目から6単位以上）

コア

関連

必修

キャリア

別表第１

共

通

科

目

教養

備　　　考
単位数

基

礎

必

修

科

目

コ
ー

ス
（

文
化
）

科
目

コ
ー

ス
（

社
会
）

科
目

領　　　域 科　目　名

アカデミックスキル

基礎学力

必修

関連

コア



必修 選択
備　　　考

単位数
領　　　域 科　目　名

企業体験演習Ⅰ 1

企業体験演習Ⅱ 1

ビジネスコミュニケーション 2

ビジネス文書 2

就職のための教養 1

英語 1

ビジネス英会話 1

韓国語Ⅰ 1

韓国語Ⅱ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

日本語ⅠＡ 1

日本語ⅠＢ 1

日本語ⅠＣ 1

日本語ⅠＤ 1

日本語ⅡＡ 1

日本語ⅡＢ 1

日本語ⅡＣ 1

漢字検定 1

TOEIC 1

ウェブサイト制作演習 2

文書処理演習 2

デジタル・アーキビスト概論 2

デジタル文書応用 2

業務システム構築演習 2

ネットワーク応用演習Ⅰ 2

ネットワーク応用演習Ⅱ 2

情報技術の基礎 2

情報機器演習 2

情報検索 2

情報処理演習Ⅰ 2

情報処理演習Ⅱ 2

情報処理演習Ⅲ 2

情報分析演習 2

医学一般 2

医療管理Ⅰ 2

医療管理Ⅱ 2

医療秘書実務 2

生涯学習概論 2

図書館概論 2

図書館制度・経営論 2

図書館情報技術論 2

情報

共

通

科

目

教養

語学

医療秘書士

図書館司書



必修 選択
備　　　考

単位数
領　　　域 科　目　名

図書館サービス概論 2

情報サービス論 2

児童サービス論 2

情報サービス演習Ａ 1

情報サービス演習Ｂ 1

図書館情報資源概論 2

情報資源組織論 2

情報資源組織演習Ａ 1

情報資源組織演習Ｂ 1

図書館基礎特論 1

図書館サービス特論 1

図書館情報資源特論 1

図書・図書館史 1

卒業研究Ⅰ 2 ※発展必修科目は4単位

卒業研究Ⅱ 2

日本文学 2

日本文学史 2

英米文学史 2

ハイレベル英会話 2

セメスター留学 14

海外語学研修 2

韓国語会話 1

TOEIC対策 1

編入学概説 1

文章表現法 1

編入英語 1

プログラミング演習 2

共

通

科

目

ハイレベル

卒業研究

発

展

応

用

科

目

発
展
必

修
科
目

図書館司書



必修 選択 必修 選択

現 代 子 ど も 論 2 ※教養科目は８単位以上 乳 児 保 育 Ⅰ 1

基 礎 演 習 Ａ 1 乳 児 保 育 Ⅱ 1

基 礎 演 習 Ｂ 1
　　

障 害 児 保 育 Ⅰ 1

日 本 国 憲 法 2 障 害 児 保 育 Ⅱ 1

倫 理 学 2 社 会 的 養 護 内 容 1

英 語 Ⅰ 1 保 育 相 談 支 援 1

英 語 Ⅱ 1 児 童 文 化 1

英 語 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 2 保 育 課 程 総 論 2

海 外 語 学 研 修 2 保 育 指 導 研 究 法 2

ス ポ ー ツ サ イ エ ン ス Ａ 1 教 育 の 方 法 と 技 術 2

ス ポ ー ツ サ イ エ ン ス Ｂ 1 情 報 処 理 基 礎 2

キ ャ ン プ 概 論 1 音 楽 Ａ 1

野 外 活 動 1 音 楽 Ｂ 1

保 育 の 教 養 Ａ 1 音 楽 と 保 育 Ａ 1

保 育 の 教 養 Ｂ 1 音 楽 と 保 育 Ｂ 1

基 礎 日 本 語 2 合 唱 2

保 育 者 の 職 務 と 意 義 2 ※専門科目は４２単位以上 合 奏 2

教 育 原 理 2 器 楽 1

教 育 制 度 2 造 形 Ａ 1

社 会 福 祉 2
　　

造 形 Ｂ 1

相 談 援 助 1 造 形 Ｃ 1

児 童 家 庭 福 祉 2 体 育 Ａ 1

保 育 原 理 2 体 育 Ｂ 1

社 会 的 養 護 Ⅰ 2 体 育 Ｃ 1

社 会 的 養 護 Ⅱ 2 保 育 の 表 現 Ａ 1

発 達 心 理 学 2 保 育 の 表 現 Ｂ 1

教 育 心 理 学 1 国 語 表 現 法 2

幼 児 理 解 と 問 題 2 教 育 実 習 Ⅰ 2

子 ど も の 保 健 Ⅰ 2 教 育 実 習 Ⅱ 2

子 ど も の 保 健 Ⅱ 2 保 育 実 習 Ⅰ Ａ 2

子 ど も の 保 健 演 習 1 保 育 実 習 Ⅰ Ｂ 2

子 ど も の 食 と 栄 養 Ⅰ 1 保 育 実 習 Ⅱ Ａ 2

子 ど も の 食 と 栄 養 Ⅱ 1 保 育 実 習 Ⅱ Ｂ 2

家 庭 支 援 論 2 実 習 基 礎 論 1

保 育 内 容 総 論 1 実 習 内 容 研 究 Ａ 1

保 育 内 容 研 究 1 実 習 内 容 研 究 Ｂ 1

子 ど も の 育 ち 1 実 習 内 容 研 究 Ｃ 1

子 ど も の 姿 1 実 習 内 容 研 究 Ｄ 1

子 ど も と 遊 び 1 実 習 内 容 研 究 Ｅ 1

子 ど も と 体 験 1 保育･教職実践演習(幼稚園) 2

子 ど も の 生 活 Ａ 1 卒 業 研 究 Ⅰ 1

子 ど も の 生 活 Ｂ 1 卒 業 研 究 Ⅱ 1

科　 目 　名
単位数

教
　
　
　
養
　
　
　
科
　
　
　
目

専
　
　
　
　
門
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

専
　
　
　
　
　
　
　
　
門
　
　
　
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
　
　
　
目

備　　考 備　　考

別表第１

科　 目 　名
単位数区

分

区

分



必修 選択 必修 選択

基礎演習Ⅰ 1 コミュニケーション技術Ⅰ 1

基礎演習Ⅱ 1 コミュニケーション技術Ⅱ 1

英語Ⅰ 1 生活支援技術概論 2

英語Ⅱ 1 生活支援技術Ⅰ 2

生命文化論 2 生活支援技術Ⅱ 2

精神保健 2 生活支援技術Ⅲ 2

スポーツサイエンス 1 生活支援技術Ⅳ 1

演劇 1 家事生活支援技術Ⅰ 1

美術 1 家事生活支援技術Ⅱ 1

音楽 1 介護過程Ⅰ 1

人間福祉演習Ⅰ 1 介護過程Ⅱ 1

人間福祉演習Ⅱ 1 介護過程Ⅲ 1

社会福祉情報処理 1 介護過程Ⅳ 1

社会福祉統計法 1 介護過程Ⅴ 1

地域活動実践演習 1 介護総合演習Ⅰ 1

社会福祉実践演習 1 介護総合演習Ⅱ 1

介護保険事務基礎 2 介護総合演習Ⅲ 1

ピアヘルピング概論 2 介護総合演習Ⅳ 1

レクリエーション理論 2 介護実習Ⅰ 2

レクリエーション実技 1 介護実習Ⅱ 3

福祉レクリエーション論 2 介護実習Ⅲ 5

福祉レクリエーション援助論 2 こころとからだのしくみⅠ 2

福祉レクリエーション援助技術 1 こころとからだのしくみⅡ 2

卒業研究Ⅰ 1 こころとからだのしくみⅢ 2

卒業研究Ⅱ 1 こころとからだのしくみⅣ 2

人間の理解 2 生涯発達心理学 2

人間関係論 2 高齢者学 2

社会福祉概論 2 認知症の理解 2

社会福祉制度論 2 認知症の介護 2

生活福祉論 2 障がい者福祉論 2

倫理学 2 障がい者介護論 2

心理学 2 医療的ケア概論 2

家政学 2 医療的ケアＡ 2

社会福祉組織運営論 2 医療的ケアＢ 2

地域福祉論 2

介護概論Ⅰ 2

介護概論Ⅱ 2

介護の基本Ⅰ 2

介護の基本Ⅱ 2

介護の基本Ⅲ 2

介護の基本Ⅳ 2

介
　
護

人
間
と
社
会

発
展
科
目

介
護
福
祉
専
門
教
育
科
目

人
間
福
祉
基
盤
教
育
科
目

※人間と社会から
14単位以上

 ※介護から10単位
以上

※発展科目から5
単位以上

        １科目を
    　  選択必修

別表第１

単位数
備　　　考

基
礎
科
目

※基礎科目から演
劇･美術･音楽のい
ずれか1科目を含
み5単位以上

領域 科目名

介
護
福
祉
専
門
教
育
科
目

医
療
的
ケ
ア

科目名
単位数

備　　　考

介
　
　
　
　
　
護

こ
こ
ろ
と
か
ら
だ
の
し
く
み

※こころとからだの
しくみから8単位以
上

領域



必修 選択

図書館学専門教育科目

　司書資格相当科目

　生涯学習概論 2

　図書館概論 2

　図書館制度・経営論 2

　図書館情報技術論 2

　図書館サービス概論 2

　情報サービス論 2

　児童サービス論 2

　情報サービス演習Ａ 1

　情報サービス演習Ｂ 1

　図書館情報資源概論 2

　情報資源組織論 2

　情報資源組織演習Ａ 1

　情報資源組織演習Ｂ 1

　図書館基礎特論 1

　図書館サービス特論 1

　図書館情報資源特論 1

　図書・図書館史 1

別表第２

授　業　科　目
単位数

備　　考

学則第２２条により司
書の資格を取得する場
合



必修 選択 必修 選択

職業教育に関する科目 　デジタル･アーキビスト概論 2
　基礎演習ⅠＣ 2 　情報倫理と知的財産 2
　基礎演習ⅡＣ 2   情報分析演習 2
　基礎演習ⅢＣ 2 　地域文化とデジタル・アーカイブ 2
　情報倫理と知的財産 2 　ウェブサイト制作演習 2
　ビジネスコミュニケーション 2 　業務システム構築演習 2
　ビジネス文書 2 　ネットワーク応用演習Ⅰ 2

　文書処理演習 2 　情報機器演習 2

　デジタル文書応用 2 　図書館情報技術論 2

　情報検索 2 　図書館情報資源概論 2

　情報処理演習Ⅰ 2 　文書処理演習 2

　情報処理演習Ⅲ 2 　人間関係論 2

　基礎演習ⅠＡ 1 　医学一般 2

　基礎演習ⅡＡ 1 　医療管理Ⅰ 2

　文化コース講義 2 　医療管理Ⅱ 2

　現代文化演習 2 　医療秘書実務 2

　言語文化演習 2

　異文化演習 2

　社会コース講義 2

　ジェンダー論演習 2

　現代社会演習 2

　コミュニケーション演習 2

　キャリアデザイン 2

　文化コース演習 2

　社会コース演習 2

　企業体験演習Ⅰ 1

　企業体験演習Ⅱ 1

　情報技術の基礎 2

　情報処理演習Ⅱ 2

　デジタル文書応用 2

　業務システム構築演習 2

　ネットワーク応用演習Ⅰ 2

　ネットワーク応用演習Ⅱ 2

　情報検索 2

　情報処理演習Ⅲ 2

　プログラミング演習 2

　基礎演習ⅠＣ 2
　ビジネス文書 2

　比較文化 2

　メディア批評 2

　情報分析演習 2

　心理学 2

　人間関係論 2

　ビジネスコミュニケーション 2

備　　考

学則第23条に
より上級ビジ
ネス実務士資
格認定を取得
する場合

学則第23条に
より医療管理
秘書士資格認
定を取得する
場合

学則第23条に
より情報処理
士資格認定を
取得する場合

学則第23条に
より準デジタ
ル･アーキビス
トの資格認定
を取得する場
合

別表第３

授　業　科　目
単位数

備　　考授　業　科　目
単位数



単位 時間数 備　　考 単位 時間数 備　　考

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30 2 30

2 30

2 30

2 30

1 30

1 30

2 30

2 60

2 60

2 60

1 30

1 30

1 30

1 30

1 30

1 30

1 30

1 30

1 30

1 30

1 30

1 30

2 90

3 135

5 225

医
療
的
ケ
ア

医療的ケアＡ

医療的ケアＢ

小計 6単位

必
修
科
目

小計

90時間

介護の基本Ⅳ

選

択

科

目

人

間

と

社

会

人
間
の
理
解

必
修
科
目

社
会
の
理
解

社会福祉概論

社会福祉制度論

生活福祉論

小計

　　　86単位以上 1890時間以上

こころとからだのしくみⅣ

こころとからだのしくみⅢ

必

修

科

目

家事生活支援技術Ⅰ

生活支援技術Ⅳ

小計　　　16単位以上

生涯発達心理学

別表第４（介護福祉士）

介護実習Ⅲ

介護実習Ⅱ

介

護

生活支援技術Ⅲ

介護総合演習Ⅱ

家事生活支援技術Ⅱ

      20単位

高齢者学

介護概論Ⅰ

300時間

認知症の介護

認知症の理解

障がい者福祉論

障がい者介護論地域福祉論

必

修

科

目

こ
こ
ろ
と
か
ら
だ
の
し
く
み

44単位

こころとからだのしくみⅡ

こころとからだのしくみⅠ

1260時間

介護総合演習Ⅲ

介護総合演習Ⅰ

介護過程Ⅴ

介護過程Ⅳ

介護実習Ⅰ

生活支援技術概論

介護総合演習Ⅳ

介護の基本Ⅲ

コミュニケーション技術Ⅱ

コミュニケーション技術Ⅰ

介護過程Ⅲ

介護過程Ⅱ

介護過程Ⅰ

生活支援技術Ⅰ

生活支援技術Ⅱ

領　域

家政学

240時間以上

科目名

人間の理解

人間関係論

倫理学

心理学

科目名

社会福祉組織運営論

※3科目6
単位以上

領　域

介護の基本Ⅱ

介護の基本Ⅰ

介護概論Ⅱ

医療的ケア概論



科　目　名
授業
形態 単位 時間数 備考 科　目　名

授業
形態 単位 時間数 備考

現代子ども論 講義 2 30 演習 1 30

基礎演習Ａ 演習 1 30 音楽Ｂ 演習 1 30

基礎演習Ｂ 演習 1 30 造形Ａ 演習 1 30

日本国憲法 講義 2 30 体育Ａ 演習 1 30

倫理学　　 講義 2 30 保育実習ⅠＡ 実習 2 90

演習 1 30 保育実習ⅠＢ 実習 2 90

演習 1 30 実習内容研究Ａ 演習 1 30

演習 2 30 実習内容研究Ｂ 演習 1 30

講･実 1 30

講･実 1 30

 51単位

告示別表第２による教科目

科　目　名
授業
形態 単位 時間数 備考 科　目　名

授業
形態 単位 時間数 備考

講義 2 30 社会的養護Ⅱ 講義 2 30

講義 2 30

講義 2 30

講義 2 30

演習 1 30

講義 2 30

講義 2 30

講義 2 30

演習 1 30

講義 2 30 子どもの生活Ａ 演習 1 30

講義 2 30 子どもの生活Ｂ 演習 1 30

演習 1 30 児童文化 演習 1 30

演習 1 30

演習 1 30 造形Ｂ 演習 1 30

講義 2 30 体育Ｂ 演習 1 30

講義 2 30 音楽と保育Ａ　 演習 1 30

演習 1 30 音楽と保育Ｂ　 演習 1 30

保育内容研究 演習 1 30 造形Ｃ　　 演習 1 30

子どもの育ち 演習 1 30 体育Ｃ　 演習 1 30

子どもの姿 演習 1 30 保育の表現Ａ 演習 1 30

子どもと遊び 演習 1 30 保育の表現Ｂ 演習 1 30

子どもと体験 演習 1 30 合奏 演習 2 60

演習 1 30 保育実習ⅡＡ 実習 2 90

演習 1 30 保育実習ⅡＢ 実習 2 90

演習 1 30 実習内容研究Ｃ 演習 1 30

演習 1 30 実習内容研究Ｄ 演習 1 30

演習 1 30 小　　計   9単位以上

演習 1 30 総　　計  68単位以上

に
関
す
る
科
目

保育内容総論

6

単

位

以

上

保
育
内
容
演
習

社会的養護内容

子どもの保健Ⅱ

相談援助

社会的養護Ⅰ

子どもの保健演習

2
単
位

保育相談支援

障害児保育Ⅱ

外

国

語

・

体

育

以

外

の

基

礎

科

目

スポーツサイエンスＢ

英語Ⅰ

英語Ⅱ

保育課程総論

子どもの食と栄養Ⅰ

子どもの食と栄養Ⅱ

子どもの保健Ⅰ

スポーツサイエンスＡ

社会福祉　

系列

告示別表第１による教科目

障害児保育Ⅰ

保育原理

　
　
　
　
　
　
関
す
る
科
目

乳児保育Ⅱ　

英語コミュニケーション

児童家庭福祉

　　　　　小　　計　　　　　  

　
保
育
の
本
質
・
目
的
に

　
　
　
　
　
関
す
る
科
目

乳児保育Ⅰ　

　
 
保
育
の
対
象
の
理
解
に

発達心理学

教育心理学

家庭支援論

別表第４－２（保育士）

保育者の職務と意義

系列

教養科目

 8単位以上

告示別表第１による教科目

系列

教育原理 

系列

　
　
　
　
　
関
す
る
科
目

保
育
実
習

2
単
位

1
単
位

2 30

保
育
の
本
質
・
目
的
に

保
育
の
表
現
技
術

　
保
育
の
対
象
の
理
解
に

　

　

　

　

　

　

関

す

る

科

目

保
育
の
内
容
･
方
法

6

単

位

以

上

教
　
　
養
　
　
科
　
　
目

　　　　　小　　計　　　　　  

保
育
の
表
現
技
術

保
育
実
習

総
合

演
習

保育・教職実践演習（幼稚園）

音楽Ａ

演習

保
育
の
内
容
・
方
法
に
関
す
る
科
目



別表第５ 

 
１．入学検定料 

３０，０００円 
ただし、大学入試センター試験を利用した場合 １５，０００円 
 

２．入学金 
２８０，０００円 

納付期限は、合格発表の日から本学の指定する入学手続完了日時までとする。 
 

３．学納金 

(1) 授業料等 

項 目 
総合文化学科 子ども学科 人間福祉学科 

前 期 後 期 前 期 後 期 前 期 後 期 

授 業 料 310,000 円 310,000円 310,000円 310,000円 310,000円 310,000円 

教 育 充 実 費 71,000 円 71,000円 71,000円 71,000円 71,000円 71,000円 

施 設 拡 充 費 62,500 円 62,500円 62,500円 62,500円 62,500円 62,500円 

実 験 実 習 費 10,000 円 10,000円 35,000円 35,000円 55,000円 55,000円 

合 計 453,500 円 453,500円 478,500円 478,500円 498,500円 498,500円 

※入学年度の学納金額は卒業年度まで据え置きとする。 

   ※総合文化学科の実験実習費については、1年次のみの納入とする。 

 

(2) 授業料等の納付期限 

前期分 4月 1日～4月 20日まで 

後期分 10月 1日～10月 20日まで 

 

 (3) 卒業延期者の納付金 

項 目 在 籍 料 

前期（半年） 30,000 円 

後期（半年） 30,000 円 

   ※学則第 37条 2に該当する学生に適用する。 

 

４．納入期限に関わらず、再入学・転入学・復学の場合の入学金及び学納金の納付期限は、本学が別に

指定する手続完了日までとする。 

 



必修 選択

20

20

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

単位数

別表第６－１

別表第６－２

※修得単位数50単位

応用文法

音楽で学ぶ日本語

演劇で学ぶ日本語

備　考

　

読解Ⅰ

聴解Ⅰ

コミュニケーション

表記Ⅱ

読解Ⅱ

納　入　期　日

入学者選抜出願時

指定の期日

指定の期日

備　　考

入学時のみ

前後期分納可

種　　別

検　　定　　料

入　　学　　金

授　　業　　料

金　　額

30,000円

60,000円

500,000円

区分

基
礎

日
本
語

科　目　名

日本語総合Ⅰ

日本語総合Ⅱ

応
用
日
本
語

表記Ⅰ

聴解Ⅱ



 

別表第６－２ 

種  別 金  額 納 入 期 日 備  考 

検  定  料 30,000円 入学者選抜出願時  

入  学  金 60,000円 指定の期日 入学時のみ 

授  業  料 500,000円 指定の期日 前後期分納可 
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